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1は じめ に

 近年のエネルギー消費の急速な拡大 とこれ に伴 う環境 問題の顕在化によ り、エネルギー資

源の有効利用 と環境負荷の逓減を目的 とした技術開発が促進されて いる。その一つ にエネル

ギーの多段階的利用(ヒ ー トカスケーディング)シ ステムがある。これは、従来廃棄されて

いたボイラー等か らの廃熱を回収 し、改めて別 の用途 に利用するという一種の熱エネルギー

リサイクルである。革新的な技術 を必要 とせず、その下流 のシステムにおいて燃料 を削減す

ることができる。

 導入のための主な条件 としては、回収される廃熱の質 ・量が下流の需要地にとって適当で

あること、配管等熱輸送の設備が整備 される ことが挙げ られる。鉄鋼業をは じめ産業部門に

お いては、既 に特定事業所内や近隣工場間でのヒー トカスケーディングが行われてきている。

一方で民生部門(家 庭部門及び業務部門)に 関しては、こうした廃熱利用 システムの導入 は

余 り進んでいないのが現状である。

 民生部門では現在 も供給エネルギーの約3分 の1が 給湯向けに使用されてお り、これだけ

で国内最終エネルギー消費の約8%を 占める。民生の給湯向けに限定すれば、熱エネルギー

として最終的に必要な温度はせいぜ い100℃ 、家庭 の風呂用な ら50℃ 程度である。これ位の

温度の廃熱な らば量としては豊富であり、熱供給用 の配管網 さえ整備 されれば、大きな省エ

ネ効果が期待できるはずである。 これまで も、温水(或 いは蒸気)、 冷水の2重 配管な どが

検討されてきたが、実際には新たな配管網の敷設には莫大な建設 コス トがかかるため、これ

が導入 を進める際の大きな障壁となっている。

 本研究では これ らを踏 まえ、民生部門にお ける給湯向けエネルギー消費の削減対策 として、

新規の建設事業 を極 力避けなが ら既存の設備を利用 し廃熱 を輸送す る温水供給システムを

提案する。熱源 としては、既存 の大規模火力発電所の廃熱を利用する事が有効であろうと考

え られる。我が国で消費される1次 エネルギーの4分 の1は 電力転換時に失われるが、本シ

ステムでは低温かつ大量の廃熱を利用するため、通常海洋等 に廃棄するほかなかった この損

失分を回収 し有効利用す ることが可能 とな る。東京都 に設置する場合 を例 として、設備の建

設、素材、運用に関わる諸条件を調査検討 し、コンピュータ上に基礎的なモデルを構築す る。
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更 にこれ を利用 して年間を通 じての運転 シミュレー ションを行い、ライフサイクルアセスメ

ン トに基づ く1次 エネルギー消費量とCO2排 出量への影響 を検討する ことによ りその可能

性 を評価する。

Residential&

Commercial

 17.3%

Transportation
 15.9%    Others
     O.7%

7.5%

Ceramics&Cement

  2.3%

Losses at Other

Conversion

  6.3%

Industry

31.2%

                  Chemicals

                  8.5%

Losses a_t_Power       Exports

 Generation          4.4%

  24.1

   7b亡∂/Priンη∂り〆Energy Supp/y!5,439 Pc∂ 〃り侮∂厂

Paper.&Pulp

 2.0%

Metal Products&

 Machines

  1.8%

櫂 黶wv駕
 証〆

::Other Industries
  6.9%

Agriculture, Forestry

  &Fishery
  2.2%

図1我 が国の1次 エネルギー消費(1995)

2廃 熱利用温水供給 システム

 2.1概 要

 民生部門における省エネルギー対策 として、工場廃熱等を回収 し各需要地 まで輸送する温

水供給 システムの検討を行 う。理想 としては温水(或 いは蒸気)・ 冷水用2重 配管を整備す

ることであるが、新設配管網 の建設コス トが問題 となるため、実際の導入にはまだ時間がか

か るものとみ られる。そ こで、建設コス トを抑えるため、既設の水道 システムを利用する方

法 を検討す る。

 東京 における水道水の水温 は年間平均 では15℃ 程度であるが、冬季は5℃ 前後 まで低下す

る。従 って、給湯 の際 冬季は この低下 した水温 を補 いなが ら、他の季節よ り多 くの電気や

ガスを使用 していることになる。そ こで、水道水 をあらかじめ適当な水温まで暖めてか ら供

給すれば、図.2-1に 示すように、この部分のエネルギー消費を抑えることができるはずであ

る。実際の給湯 にはここか ら更 に加熱す る必要があるため部分的な削減 となるが、当面の対

症療法的な方策 として期待できるであろう。あわせて、寒冷地 における水道管破裂の防止と

いった付随的効果 も期待 される。
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 既存の水道 システム において集 中的に水温調整を行 うには、図.2.2に 示すよ うに浄水場或

いは配水施設か ら水道水を送水管で廃熱源へ送 り、加熱 して また もとの水道 に戻す という方

法をとる。新たに往路 ・復路2重 の送水設備が必要になるが、集中的かつ大量に処理 を行 う

ため、建設 コス トに最も影響 を与える新設配管の総延長は抑えることができる。具体的に有

効性を検討す るに当た り、本研究では東京都に設置す ることを前提に試算を行 うこととする。

東京都の大規模な浄水場は10個 所で、それぞれの一 日当りの浄水処理量 と水温を表2.1に

示す。
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表2.1東 京都の浄水場 にお ける水道水の供給量と水温9)

Filtration plant
Quantity of Water-Purifying per Day Water Temperature[ｰC]

[m3/day] Max. l Min. i Ave.
Misato 567,400 30.5 3.8 15.9

Kanamachi 921,600 30.9 4.8 16.2

Asaka 1,224,800 28.7 3.0 15.1

Misono 280,400 28.8 3.6 15.4

Ozaku 192,300 23.6 3.6 12.9

Higashimurayama 877,400 27.4 3.7 14.2

Sakai 104,000 26.7 4.7 14.2

Nagasawa 194,500 24.1 6.5 14.5

Kinuta-Ue 43,900 20.8 12.2 16.6

Kinuta-Shita 30,400 20.0 12.4 16.1

 本 システムで必要 となる廃熱 はせ いぜい50℃ 程度であ り、適当な熱源 としては様 々考え

られ る。ここでは東京近郊 に数多 く存在す る大規模火力発電所(品 川、大井、川崎、東扇島)

を取 り上げる。通常発電所か らの廃熱は数十℃程度のもので、工場等での再利用には適さな

いため海洋に廃棄 されている。現在、国内で消費される1次 エネルギーの約4分 の1は 、こ

うした発電所 にお ける電力転換時のロスとして失われている。この損失分 を回収 し再利用す

ることができれば、ヒー トカスケーディングシステム として非常に効率の良いものとなるだ

ろう。東京近郊の大規模発電所としては大井石油火力(105万kW)、 品川LNG火 力(114

万kW)、 川崎LNG火 力(105万kW)、 東扇島LNG火 力(100万kW×2)が ある。品川 ・大

井 と川崎・東扇島 とでは直線距離で12kmほ ど離れて いるが、本論では第1次 近似的な試

算 として、品川 ・大井発電所の場所 にこれ らの規模 の石油火力発電所が存在す るもの と仮定
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し た 。

 ところで、水道水の用途 を調べてみると(表2.2)、 トイ レ向け等冷水 のままで構わない用

途 も多 い。さらに給湯の対象となる炊事や風呂であって も、需要家毎 に望 ましい温度や給湯

向け水使用量などの諸条件は異なって いる。従って、一律 に水道水 を暖める本 システムでは、

供給 された熱エネルギーが全て給湯 向けエネルギーの削減 に直接つなが るとはいいきれな

い。そ こで、本 システムによ り供給 され る熱エネルギーのうち実際に有効 に利用され うる割

合、すなわち供給 される水道水のうち給湯向けに使用 され る割合を、次 の3ケ._ス に仮定 し

た。

〈給湯向けに利用され る水道水の割合>

Case1:11.1%(家 庭部門での風呂向けに相当)

Case2:24.9%(家 庭部門での炊事、風 呂向けに相当)

Case3:48.4%(Case2と 業務部門での1/2に 相当)

表2.2東 京都 における水道水の用途18)

SectorlUseQuantity[103m3]Share

Residential

Cooking252,99313.8%

Washing233,53212.7%

W.C.204,34011.1%

Bathl204,340111.1%

Others77,8444.2%

Subtotal973,05053.0%

Commercial863,42547.0%

Total1,836,475100.0%

 本 システムを評価す るために検討すべき項 目を、以下 に列挙する。

① 給湯向けエネルギーの評価

 現在の供給 システム における給湯向けエネルギーについて、1次 エネルギー消費量とそれ

に伴 うCO2排 出量をライフサイクル アセスメン トに基づき推計す る。

②浄水場 と排熱源の問の送水設備の評価

 東京都 における浄水場と火力発電所 を調査 し、必要 となる送水設備を設計する。更に、建

設 ・運用時の諸条件を検討する。

③廃熱源 としての大規模火力発電所 の評価

 適切な温度の廃熱を回収するために若干運転条件 を変更する必要が あるため、これに伴 う

影響を評価する。

 2.2給 湯向 けエネル ギーの評価

 本 システムによる省エネ効果を評価するためには、その削減対象 となる現状の給湯向けエ

ネルギーについて検討 してお く必要がある。
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           対 象 エネルキ㌧ の 生産 過 程 全 体 にわ た る投 入エネルキ㌧ 量

                                …(式1)

これにより、ライフサイクルを考慮 した1次 エネルギー消費量(=「 最終エネルギー消費量」

/「 総合エネルギー収支比」)が 算定で きる(表5)。 また、「CO2排 出原単位(CO2 Emission per

,Unitary Energy、 式2)」 は、最終的に利用が可能であったエネルギーに対 して、そのエネル

ギーの生産 ・消費過程全体で排 出される温暖化ガスの量をCO2に 等価換算 した指標である。

         対 象 エネルキaの 生 産 ・消 費過 程 全 体 にわ た る

           温 暖 化 ガ ス のCO 2等 価 換算 排 出 量CO
2排 出原 単位=                               …(式2)

 家庭部門及び業務部門における給湯向けのエネルギー消費量 を、表2.3.2に 示す。 これ に

表2.3.1の 世帯数及び業務部門の延べ床面積 をそれぞれ乗 じれば、最終エネルギー消費量が

求め られる(表2.5)。 東京都で年間28,259Tcalの エネルギーが消費されてお り、これは東京

都の最終エネルギー総消費量の8.3%、 全国での0.78%を 占める。

 これ らの各種エネルギーが、さ らに給湯器 を経て熱エネルギー に変換 され、最終的に温水

として消費 され る。従って、実質的 に必要 とされた熱量 としては、給湯機器の熱効率 を考慮

する必要が ある。 この最終的に有効 に利用 された熱量 を、「有効給湯熱量[cal](=母 終エネ

ルギー消費量[cal]×給湯機器熱効率[%1)」 と呼ぶ ことにする。今回の試算に当た り設定 した

給湯機器効率 と、民生部門で消費 された有効給湯熱量の推計値 を表2.5に 示す。

 次に最終エネルギー消費量 をもとに、1次 エネルギー消費量 とそれ に伴 うCO2排 出量を推

計する。エネルギー種別の1次 エネルギー原単位 とCO2排 出原単位については、著者 らが

エネルギー供給 システムの ライ フサイクルアセスメン トに基づき別途算定 した数値を利用

した(表2.4.1)8)。 ここで用 いる 「総合エネルギー収支比(Overall Energy Output/lnput Ratio、

式1)」 とは、エネルギーの生産過程全体で投入 された1次 エネルギー に対して、最終的に

利用が可能であった割合を示す指標であ り、エネルギー供給 システム全体のエネルギー効率

と捉えることができる。

               対 象 エネルキ㌧ 自身 の持 つエネルキ㌧ 量総 合エネルキ㌧ 収 支 比
=

           対 象エネルキ㌧ 自身 の持 つ エネルキ㌧ 量

これ によ り、ライ フサイクル を考慮 したCO2排 出量(=「 最終エネルギー消費量」 × 「CO2

排出原単位」)が 算出できる(表5)。 さらにこれ らを用 いて、素材製造の1次 エネルギー原単

位 とCO2排 出原単位が算定 され る(表4.2)。

表2.3.1家 庭及び商業部門 に関する基礎データ

I  Japan  l Tokyo
12,557 1,177

晝1詈黜[.1044)[10] 4,411 500

Floor Space in Commercial Sector[106mZ] 1,5246) 156'
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表2.3.2燃 料別家庭及び商業部門における給湯向けエネルギー消費量8)

Energy Sources

Energy Consumption per Year

   Residential Sector

[Mcal/Household・Year

Commercial Sector

rMcal/m2・Year

Electricity.........................................
  Gas

  Oil

  Coal

  Solar

237

2,324

735

24

208

o.0

19.3

40.9

4.3

3.5

Total 3,527 68.0

表2.4.1燃 料 別単 位 当た り総合 エネ ルギ ー収支 とCO2排 出量8)

Overall Energy

Output/lnput Ratio

CO2 Emission per Unitary Energy

[g-C/Mcal][g-COZ/Mcal]
Electricity 0.328 121444

Gas 0.836 74272

Oil 0.905 89325

Coal 0.948 109400

表2.4.2素 材 別単 位重 量 当た りエ ネルギ ー原単 位 とCO2排 出原単 位8》21)

Primary Energy Intensity

    [Mcal/kg]

CO2 Emission per Unitary Material

[g-C/kg] [g-COZ/kg]
Steel 6.287 573 2099

Concrete 0.215 17 62

Note*:Specific gravity of Concrete=2.3[ton/m3]

表2.5東 京都 における給湯向けエネルギー消費量 とCO2排 出量6)

FinalEnergy
Consumption

[Tcal/Yearl

TbtalHotWater

Effective
ThermalCalorific
EfficiencyValueas
ofBoilerHotWater[11

[Tcal/Year

Primary

EnergyEmi、CO2sionfr。m

ConsumptionHotWater[3]

asHotWater[Zl[kton -C/Year]

[Tcal/Year]

Electricity

  Gas

  Oil

  Coal

  Solar

71,8291,185

20,55214,632

206,71210,064

37,920792

3,8621,587

64%758

88%12,876

88%8,856

88%697

100%1,587

3,616143

17,4931,084

11,121892

83586

00

Total 340,87528,259 24,774 33,0662,206

Notes

[1]Effective Caloric Value as Hot Water[Tcal/Year]_(Final Energy Consumption as Hot Water[Tcal/Year])
 (Thermal Efficiency of Boiler[%])
[2]Primary Energy Consumption as Hot Water[Tcal/Year]_(Final Energy Consumption as Hot Water[Tcal/
 YearJ)/(Energy Output/lnput Ratio by Sources)
[3]CO2 Emission from Hot Water[kton-C/Year]_(Final Energy Consumption as Hot Water[Tcal/Year))*(COZ
 Emission per Unitary Energy by Sources[g-C/Mcal])/1000

以上よ り、「給湯熱」の総合エネルギー収支比(=有 効給湯熱量/1次 エネルギー消費量)
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とCO2排 出原単 位(=CO2排 出 量/有 効 給湯 熱 量)が 算定 され る。給湯 熱 の総 合 エ ネル ギ

ー収 支比 は全 国平均 で0 .752、 東 京都 で0.749、CO2排 出原単 位 は全 国平均 で89. l g-C/Mcal、

東 京 都で89.Og-C/Mcalと な っ た。

 2.3温 水輸送設備

 排熱回収温水輸送システムを設置 ・運用するために検討すべき項目を以下に列挙する。

①東京都における浄水場および発電所の調査

②温水輸送用送水管の設計

③送水管における運用時の諸条件(圧 力損失及び熱拡散による温度降下)

④発電所における運用時の諸条件(廃 熱温度の調節による効率への影響)

2.3.1送 水管

 新設する温水輸送パイプは、湾岸の大規模発電所 と各浄水場 を地 中埋設 された鋼管で繋 ぐ。

水温が低 いので特 に断熱材は用いないこととす る。建設コス トを抑えるため総延長が最も少

な くなるように送水管を配置す ると、図.2.3に 示す ように3系 統の送水路が必要 となる。各

浄水場、発電所を直線で結ぶ として、各区間の管路長を計測すると表2.6の ようであった。

実際には直線で配管できないため幾分長 くなるはずである。本研究での試算に際 しては暫定

的に一律2割 延長 して計算 を行 う。

 次に、配管径 にっいて検討す る。東京都 にお ける導水路 と送配水管の配管径を調べてみる

と、導水路では山口貯水池の3,800mm、 送配水管では朝霞上井草線の2,700mmが 最大であ

る3)。このことか ら3m程 度のものでも敷設することが出来ると考え られるが、実際の長距

離送配水管では2m前 後 のものが多 い。ここでは、配管径の最大値 を2mと3mに 設定する

こととする。

Ozaku●;..

    ●Misato●A
saka

Tokyo

蜘鷲撫

●Nぎgasa

anamachi

e,Shita
Shinagawa, Ohi

  Power Plant

図2.3東 京都 周 辺 の浄 水場 と新 設す る送 水管3,10)
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表2.6新 設す る送水管 の延長

Water Pipes【     Section     iLength[km]

No.1 Misato-Kanamachi 8

Kanamachi-Shinagawa 20

No.2 Asaka-Misono 6

Misono-Shinagawa 23

No.3 Ozaku-Higashimurayama 14

Higashimurayama-Sakai 10

Sakai-Kinuta Ue 11

Nagawawa-Kinuta Ue 4

Kinuta Ue-Kinuta Shita 2

Kinuta Shita-Ohi 14

 送水管及びポ ンプの素材 ・建設関わる負荷(以 下 、「設備負荷」)を 計算す るため、文献

19を 参考 に推定 した素材原単位 を表2.7に 示す。2重 配管 となるため、設備材料は これよ り

2倍 、建設 に関わる素材は15倍 し、さらに耐用年数で除 して1年 あた りの負荷を算定する。

ただ し、管径 については建設工事への影響が少ないためあらか じめ固定はせず、後のシミュ

レー ションの際に運用時のエネルギーロスが少な くなるように選択す ることとする。配管の

管径 と厚さ及び重量については、文献20よ り配管用アー ク溶接炭素鋼管のデータをもとに、

管径2,000mmを 越 える部分 を外挿 して用 いる。 これ ら素材別 の1次 エネルギー原単位 と

CO2排 出原単位 には表4を 使用する。

表2.7送 水管 とポ ンプの建設資材 と耐用年数

Materials I  Quantity   ILifetime[Year]
Steel

WaterConcrete

PipeGasoline

LightOil

766kg/m

64m3/km

34Mcal/km

613Mcal/km

50

PumpSteel 2.3kg/(m3/day) 30

2.3.2圧 力損失

 管 内面の摩擦抵抗 による圧力損失があるため、 これに相当す るポンプ動力が必要となる。

直管 の摩擦抵抗 による圧力損失△.P[kg/m2]は、ダー シー ・ワイスバ ッハの式(式3)よ り計

算 される11・12)。

      VZOP一=!・ 一 ・一                             …(式3)

 Y D 2g

r:流 体 密度[kg/m3】,L:管 の長 さ[m】,

D:パ イ プ直径[m]V:流 速[m/s1,

g:重 力加速 度[m/s2]≠ 摩 擦係 数

 こ こで摩擦 係 fは 、乱流 の場 合 の ムー デ ィー 近似 式(式4)よ り求 め られ る。

9



f=0.0055

          1/3

        61+20,000k+10DRe
   k:管内面粗 さ[m],

              V・ 」o    R
e:レイノルズ数(Re=   )

               Y

          ソ:流体 の動 粘度[m2/s]

これ を用 いて 、ポ ンプ動 力Le[kW]は 式5よ り求 め られ る。

  W・ △PL
e=

   6,120

    Wポ ンプ流 量[m3/min],η:ポ ンプ効 率(0.75)

…(式4)

…(式5)

2。3.3熱 損失

 管 を流れる温水の温度降下を求める。定常状態にお ける裸管の出口での温度降下は、管 の

入 口温度 と管外温度 との温度差か ら式6に よって計算される11)。

    裸管を流れる温水の温度降下             .

      一π・ヱ)∫・K

△T=T1一 θ1・ooow

〔 り[℃1

T1:配 管 始点 で の管 内温 水 と管 外 との温 度差[℃l

Di:管 内径[m],L:管 長[m], W:流 量[m3/h]

K;:管 内面 基準 熱通 過率[kcal/m2・h・ ℃ 】

 ここで 、管 内面基 準熱通 過 率K;は 次 式 か ら求 め られ る。

1

K.一1a:+DI・211・ 号+α も I  u'1         1      1               0yo

    a。:管外 面側 表面 熱通 過率[kcal/m2・h・

    ℃1,

    D。:管外径[m]

    λi:管材 の熱伝達 率 【kcal/m・h・℃],

    αi:管内面側 表 面熱 通過 率[kcal/m2・h・ ℃]

…(式6)

…(式7)

 ここで、管内面側表面熱通過 a;は 、十分発達 した円管内乱流に対す

るディッタス らの式よ り求 め られる。

α弐刀・
一〇.・23(Re野(Pr野   …(式8)

 W

     W:水 の熱伝 達 率[kcal/m・h・ ℃],

    Pr:プ ラ ン トル数
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 以上よ り、管を流れ る際の熱損失が求め られる。

 浄水場 に戻 した後、各需要地に配水 される間 にもある程度熱損失があると考えられる。今

回の計算では、浄水場では貯留時間をとらない こととし、 ここでの熱損失 を省略 した。

 2.4発 電所

 廃熱源 として大規模火力発電所を想定 しているが、必要な廃熱温度 を得 るために場合 によ

っては発電効率を低下 させる必要が生 じる可能性が ある。そ こで、基本的な発電プロセスの

モデルを作成 し、発電所の運転時の影響 を検討す る。

 図.2.4に 想定 した発電 システムの基本構成を示す。必要な熱量 を持った温水をCondenser

2よ り回収 し、浄水場に戻す時点で冷水 と混合 して水温の調整を行うこととする。夏季等熱

需要の少ないときはCondenser1に よ り従来の海水による熱交換 を行 う。ただ し、今回の試

算にあた っては、 このCondenser 2の 設備建設に伴 う負荷は検討 していない。

Super Heater

Boer

bin
ti

i
Feed(Water Pum

Conde

(Exis

ser l

ing)

Conde

(For

ser 2
'
sSystem)

図2.4火 力発電システムの基本構成図

 ター ビン出 口温 度 と発 電効 率及 び廃熱 回収 効率 との 関係 を調 べ るた めに、1段 再 熱 ラ ンキ

ンサ イ クル の基礎 モ デル を作 成 した13・14,15.・16)。この再 熱サ イ クル を 図.2.5のh-s線 図上 に示

す 。縦軸 が 比エ ンタル ピh[kJ、徽g]、横 軸 が比 エ ン トロ ピS[kJ/(kg・K)]で あ る。
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図2.5 1段 再 熱 ランキ ンサ イ クル のh-s線 図

基礎モデルの特性値 は次の通 りである。

発電所規模

ボイ ラー効率

ター ビン出口蒸気乾 き度

ター ビン初段入 口温度

ター ビン初段入 口圧力

ター ビン初段入 口温度

ター ビン最終段出 口圧 力

ター ビン内部効率

発電機効率

復水器効率

発電効率

廃熱回収効率

35万kW×3

ηβ=0.95

X呂0.88

[kg-steam/kg一(steam+water)]

Ti=550ｰC

Pi=22MPa

To=32.9ｰC

Po=SkPa^一

η7嵩0.90

ηo=0.98

ηo=0.95

   (hl-h、)+(h3-h、)
η丑 呂

η曜=

ゐ一4

4

+

繭

姦

ゐ

一4( ,)× ηβ ×ηθ'●'(式9)

(hl-h.,)瓶 一勾 ×η0

…(式10)

 図.2.5で 、4か ら5に かけてが復水器での熱交換 を行 って いる部分である。廃熱の回収量

を増やす ためにこの温度を上げようとす ると、ター ビン出口圧力を上げねばな らず、これ に

つれて復水器入 り口(図中4)の エンタル ピーh4が 大 きくなる。この変化量は復水器出口(図中

5)のエンタル ピ`一hsの変化 よりも大きいため、式9よ り効率 ηRが 低下することになる。
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 実際の発電所で廃水は海洋に廃棄 してお り、その温度は現行 の規制で海水温(約15℃)

±7℃ とされている。ター ビン出口水温が32.9℃ であるか ら、復水器での熱交換の温度差は

約10℃ と推定できる。 これよ り、回収する廃水温が23℃ 程度 を超 える と復水器における蒸

気の背圧が高 くな り、発電 ロスが生 じることになる。

 廃水温度に対す る発電:効率 ηR(式9)及 び廃熱回収効率 η躍(式10)の 変化 を図.2.6に示

す。廃水温度を上げるため発電効率が低下した場合、出力を補 うために燃料の投入が増加す

るものとする。 この増加 した燃料分を発電所におけるエネルギー ロス と評価する。
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図2.6廃 水温度に対す る発電効率 ηR及 び廃熱回収効率 η躍の変化

3.温 水供給 システ ムのシ ミュ レー シ ョン

 前節で検討 した内容を考慮 しなが ら、1年 間の運転 シミュレー ションを行 う。このシミュ

レー ションで検討するのは、新設送水管での圧力損失 と熱損失、発電所での効率低下、及び

既設配管網での熱損失の4項 目である。これ らのエネルギー ロスの合計が最小 になるように

廃熱回収時の水温 と配管径 を設定 し、一年間で どれだけのエネルギー及びCO2排 出量の削

減が期待できるか を調べる。

 3.1前 提条件

 以下にシミュレーシ ョンのための前提条件 を述べる。

(1)浄 水場水温の年変化

 各浄水場での水温データは年間の最高 ・最低 ・平均 のみなので、これ らをもとに一年間の

水温を推定す る。

一 日の平均水温がサインカーブに したがって推移すると仮定すると
、
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もとの嫐 一鬥+(Th-Tl
2)・Datesin 365・Z.rl)…(式 ・・)

    Th:最高水温[℃],乃:最低水温[℃l

    Date:経 過 日数(年 間平均水温の 日Date=0)

とあらわせ る。今回は水温の 日変化は考慮 しないため、1日 を通 じて水温は一定とする。

(2)地 中温度 の年変化

 地中埋設 とするため、地中温度の推定を行 う。送水管の埋設深度は2mと する。小平 に

おける深度2mで の地中温度 の年変化は、最低温度12℃ 、最高温度20℃ 、位相遅れ約2ヶ

月17)であ り、浄水水温 と同様 にサインカーブで年変化 の仮定 をした。

(3)配 管径

 直径100mmか ら100mm、 刻みで最大2,000mmと3,000mmの2ケ ースを想定す る。

(4)供 給 目標水温

 浄水場か ら最終的に需要家に向けて供給する、 目標の水温 を 「供給 目標水温(Td[℃])」 と

する。供給 目標水温Tdは15℃,220C,28℃ の3ケ ースを想定す る。15℃ というのは年間の平

均水温程度で、28℃ は最高水温近 く、22℃ はその中間 とい う意味である。年間を通 じて、浄

水場の水温が この供給 目標水温よ り低 くなるときに必要な熱量分だけ廃熱輸送 を行 う。

(5)送 水管で輸送す る水温 ・熱量 ・水量

 浄水場の水温を上げるために、必ず しも全ての水 を廃熱源 まで輸送す る必要はない。目標

とする水温よ り高めの水を廃熱回収用に送水管で輸送 し、供給前に浄水場で混合 して水温 を

調整すれば、輸送する水量を抑 えることができる。ここで、廃熱源での熱回収直後の水温 を

「輸送水温(Tg[℃1)」・ この とき回収される廃熱熱量の総量 を 「輸送熱量(QT[Mcal/dayD」 ・送

水管で輸送す る水量を 「輸送水量(WT[m3/day])」 とす る。さ らに、浄水場で最終的に回収 さ

れた熱量 を 「有効 回収熱量(=輸 送熱量 一熱損失)」 とす る。

 圧力損失及び熱損失 を計算す るために、輸送水量WTを 求める。第 ノ経路 にある第1浄 水

場について、熱需要は次のように計算できる。

回収麟 の額:QI=Cp× ρ×WI×(Td-TW…(式12)

    9∫:第Z浄 水 場で の熱 需要量[Mcal/dayl

    W:第Z浄 水 場 で の浄 水処 理量[m3/day】

    Cp:温 水 定圧 比 熱[Mcal/(ton・ ℃)]

    p:水 の密度[ton/m31, Td:供給 目標 水温[℃l

    TW:も との水 温[℃1

これ よ り、第 ノ経 路 の輸送 熱量QT;(=Σ{Qi})が 求 め られ る。 さ らに輸 送水 温Tgを 適 当に

設 定す れ ば第 ノ経 路 の輸送 水量WTiは 次 の よ うに計算 で き る。
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             QTj
輸送水量:WT .1鬻                        …(式13)
         Cp xρ ×Tg-Td

    WTJ:第ノ経路の輸送水量[m3/day】

    QTj:第ノ経路の輸送熱量[Mcal/day]

    Tg:輸 送水温[℃]

さ らに・全ての経路についての1日 当た りの総計 として・輸送熱量QT[Mcal/day】(ニ Σ{QTj})

及び輸送水量WT[m3/day](=Σ{WTi})が 得 られる。

(6)既 設配水管網での熱損失

 浄水場で温度調整をした後 、既設の配水管網 を通 じて温水を各需要家 まで供給す ることに

なるが、ここでも2.3.3節 で述べた熱損失が生 じる。東京都 に配水池は134カ 所9)あ り、東

京都の面積・世帯数・浄水量 についての配水池1カ 所当た りの平均は、それぞれ16km2、37,302

世帯、36,702m3/dayと なる。同様に配水管の延長は、管径150～300mmで 配水池1カ 所当た

り87,291m、 管径100mmで60,741mと なる。 これ らをもとに、図.3.1に 示すような非常 に

単純化 した配水管網のモデルを作成 し、熱損失の推計を行 う。このモデルにおいて、水道水

は管径1mの 送水管で配水池 まで送 られた後、管径300mm及 び150mmの 配水管を経て、各

需要点に管径100mmの 引込管を通 して供給 され る。ただ し、配水池での滞留時間は考慮 し

ないこととす る。

filtration Plant

  Water Pipe  (
5km, D=1m)

mm

>・

雍上200m

FDistribution Pipe (D=3
丶

丶 孟!(D=150mm)

¥¥
¥¥

丶 /Distribution Pond

ノ

論[撫
     (47household,     

46m3-water/day)

4km

図3.1配 水管網のモデル

 3.2 シミュ レーシ ョンの手順

 供給 目標水温Td(15,22,28℃)、 最大管径D(≦2,3 m)の 設定条件 ごとに、エネルギー損失

を最小にする条件を求める。先ず1日 毎の輸送熱量QT(有 効給湯熱量に相 当)と 、輸送水

温Tgを パラメー ター として圧力損失(ポ ンプ動力)、 熱損失(有 効給湯熱量に相 当)、 発電
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ロス(燃 料原油の増加分)、 設備 の材料 ・建設素材を計算 し、それぞれ表.2.4と2.2節 の結果

に基づき1次 エネルギー相当に換算する。これ らを用いて、ライフサイ クルを考慮 したシス

テム全体の熱輸送効率を評価す る指標 として 「1次 エネルギー損失[Mcal/day](そ れぞれ1次

換算 した、新設温水輸送 システムにおける1日 あた りの熱損失、圧力損失、発電 ロス、設備

負荷 の総和)」及び 「1次 エネルギー損失率(=1次 エネルギー損失/1次 換算 した輸送熱量」

を計算す る。

Thermal Demand

for Each Sector

Establish Tg Calculate Wt

Establish Di Calculate △P, △T

Calculate Loss at

    Power Plant

Minimize

Calculate Total Loss

   at Max. Load

Fix Di

Minimize

Calculate Total Loss

     per Year

Fix Tg

Fix Total Loss per Year

図3.2シ ミ ュ レー シ ョンの フローチ ャー ト

 シミュレー ションは次のような手順で行った。(図.3.2)

① システムの規模(配 管径)を 定める.最 大負荷 日(1年 の うちで輸送熱量QTが 最大 に

  なる日)の1次 エネルギー損失が最小になるよ うに、水路の各区間毎 に配管径Diを 決

  定す る。1次 エネルギー消費 とCO2排 出量による評価では、設備負荷が非常 に小さく
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  評価 され るため、設備 の稼働率は余 り問題 にな らない。このため、最大負荷 日を基準に

  設備規模 を決定 した。

② 年間の運転シミュ レーションを行 う。1日 毎 に1次 エネルギー損失が最小になるように

  輸送水温Tgを 決定 し、 これに基づいて熱損失、圧力損失、発電 ロス、及び既設配水管

  網での熱損失を計算する。この際、エネルギー損失が大き くな りすぎて正味の削減効果

  が得 られな くなる浄水場 に関 しては、熱輸送を行わない こととする。

③ 年間総計での輸送熱量 と1次 エネルギー損失(新 設温水輸送システム における熱損失、

  圧力損失、発電所ロス、配管設備)、 及び既設配水管網での熱損失 を求め、東京都全体

  での1次 エネルギー総消費量 とCO2総 排出量に対する削減効果 を算出す る。

 3.2結 果

 一般に圧力損失は輸送水量が多 く管径が小さくなるほど大き くな り、熱損失及び発電 ロス

は輸送水温が高 くなるほ ど大きくなる。一定の輸送熱量 に対 し、輸送水温 と輸送水量はほぼ 、

反比例するので、圧力損失と(熱 損失+発 電 ロス)と の間 に トレー ドオフが生 じることが予

想される。供給 目標水温Td、 配管径Dの 設定条件毎 に、輸送水温Tgに 従 った最大負荷 日に

おける1次 エネルギー損失率の変化の様子を図.3.3に示す。予想 したとお り、輸送水温の最

適値が求め られる。このとき選択 された区間毎 の配管径の条件 に基づき、年間の運転シミュ

レーションを行った。
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 年間総計での1次 エネルギー損失率(熱 損失、圧力損失、発電所 ロス、配管設備)の 内訳

を図.3.4に 示す。新設温水輸送システムに関 しては、管径D≦3mの 場合よ りも管径D≦2m

の場合のほうが供給 目標水温の上昇に対するエネルギー損失の増加が大きい。これは、管径

を絞 ると圧力損失が大きくなるだけでなく、輸送水温が上昇するため発電所の発電効率が大

き く下がることになるが、この発電ロスによる影響が大きいためであると考 えられる。従っ

て、配管径 は出来るだけ大 きくとることが、廃熱源 のためにも重要であるといえる。一方、

既設配水管網での熱損失は、供給 目標水温の上昇 に伴 い大 きく増加 している。これ を抑 える

ためには、配水管網を保温管に切 り替える大規模な設備投資が必要 となって しまうため、本

システムにおいてはやむを得ないものであろう。
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図3.4供 給水温Td、 最大管径Dに 対す る年間総計1次 エネルギー損失率

 最後 に、社会全体の1次 エネルギー消費及びCO2排 出に与える影響を評価す る。年間総

計の有効 回収熱量か ら既設配管網での熱損失分を除き、これに2.1節 で設定 した水道水 の

給湯向け利用割合を掛 けると、本 システムによる最終的な給湯熱削減量が得 られる。これを

2.2節 で算定 した原単位 を用 い給湯熱 として1次 エネルギー量 とCO2排 出量に換算 し、

それぞれの期待 され る削減量を算定 した。一方、東京都の最終エネルギー消費量 を表2.4の

原単位 を用 いて年間総1次 エネルギー消費量及びCO2排 出量に換算 し、これに対す る削減

割合 を、給湯向け水使用割合 の設定条件別 に図.3.5及 び表:3に 示す。従来の水道水を一律 に

暖める本 システムでは、実質的な効果の評価 にはかな り幅がある。少なくともCase1(家 庭

用風 呂向けの水使用割合)の 、0.1～0.2%程 度の削減は可能である。Case2(Case1+家 庭での

炊事 向け)とCase3(Case2+業 務部門での給湯 向け)の 場合では、それぞれの用途に対 して
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全て温水 として利用 しているわけではないため、この評価値のままの削減効果は期待できな

い。これ ら家庭での炊事向け と業務部門での給湯向け水使用の半分に効果があるものと仮定

すれば、0.5%～1%程 度の削減率が期待できるであろう。

O
冨
6
鯉」

⊆
O
揖
O
コ
℃
Φ
に

2%

1%
説 〆

〆

一

〆
〆

6

  钁  鱒醐塾禮

J

                   醐                緲  醐 防
             岬  蝉餓         醐  醐      

贈  鰤緲 
榊鰤 騨ぜ縛

OO/O    I  _I   I   I  __i_._一________._L_一 一___

  15    17    19    21    23    25    27

       Temperature of Distributed Water Td[ｰC]
[Notes]Diameter of Pipe(D)<_3m
   Casel:Minimum Case(For Bath Use in Residential Sector)
   Case2:Medium Case(Case1&For Cooking Use in Residential Sector)
   Case3:Maximum Case(Case2&For Hot Water Use in Commercial Sector)

29

図3.5供 給対象地域内(東 京都)で の、供給水温Tdに 対す る

    1次 エネルギー消費量 とCO2排 出量の削減率

表31次 エネルギー消費量 とCO2排 出量の削減率のまとめ[ll

廃熱輸送システム 現状

供給水温 15℃ 以 上[2】 28ｰC[3]

CO2削 減 量

【103t-CO、】
CO2削 減 率【4]

CO2削 減 量

【103t-CO、]
CO2削 減 率

CO2排 出 量

【103t-CO、】

総排出量に

占める割合

家庭部門
風呂向け 145 0.12% 232 0.19%

5,047 4.21%
炊事向け 221 0.18% 567 0.47%

業務部門給湯向け 377 0.31% 967 0.81% 3,040 2.54%

合 計(C・ ・e3) 742 0.62% 1,766 1.47% 8,087 6.75%

円 最大管径3mの ケー ス

【2】水温が年間平均水温(=15℃)を 越える 日は熱輸送 を行わな い

[3]年間最高水温(=28℃)

【4】東京都のCO2総 排出量119,822103 t-COZ]に対す る比率
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4.コ ス トの推計

 4.1投 資 コス ト

 投資コス トとして、本 システムの配水管およびポンプの建設コス トを推計す る。まず、シ

ミュレーションで計算された素材 の投入量に単価を乗 じて、原材料 コス トを計算す る。その

際、使用 した単価は 『産業連関表』 「部門別国内生産額表」22)から得たが、表2-7の 各素材

の産業連関表部門 との対応 と単価 を表4-1に 示 した。ただ し、この単価 は生産者価格であり、

商業および運輸マージンが考慮 されていない。したがって、各素材の国内需要計に対する生

産者価格投入額 と購入者価格投入額の比率を上記の原材料 コス トに乗じ、購入者価格 に変換

した。

表4.1各 素材の産業連関表部門 との対応 と単価22)

項目 素材名1産 業連関表コー ド1産業連関表部門名1生 産者価格1単位

鉄 2622011 めっき鋼管 122,645 yen/ton

コンク リー ト配管 2522011 生 コ ン ク リー ト 11,831 yen/m3
ガソリン 2111011 自動車揮発油 9,036 yen/Gcal

軽油 2111014 軽油 5,583 yen/Gcal

ポンプ 鉄 2621011 普通鋼形鋼 44,508 yen/ton

 次に、求め られた原材料コス トか ら、建設コス トを推計する。北米 における天然ガスパイ

プライ ンの平均建設コス トが、通行権コス ト、原材料 コス ト、労働 コス ト、その他のコス ト

という分類で得 られるので、この情報を使用する23)。表4-2に 示す管径36イ ンチのパイプ

ラインのデー タか ら、原材料 コス トとそれ以外のコス トの比率 を計算す る。これを4.1節

で計算 した原材料 コス トに乗 じて、本 システムの建設 コス トを推計 した。日本 の通行権 コス

トは、北米 に比べて高いという指摘 もあろうが、本 システムでは基本的に新規配管は川沿い

に敷設す るため、通行権 コス トはそれほど高 くないと思われる。前節のシミュ レー ションで

は1年 当た りの負荷 を計算 しているので、建設 コス トも設備 の耐用年数で除している。

表4.2Average Gas Pipeline Construction Costs in North America,200023)

    Rights-of-Diameter         Material

     way
inches)   ($/mile)   ($/mile

Labour   Other    Total

$/mile)   ($/mile)   ($/mile

36   195,848   454,764   779,527   442,122  1,874,260

 4.2経 常 コス ト

 経常コス トとしては、ポンプの動力 として消費され る電力コス トと、発電 ロスによって増

加する燃料 コス トを考えている。電力消費量および燃料消費量に 『産業連関表』「部門別国

内生産額表」か ら得た電力とA重 油の単価 をそれぞれ乗 じ、1年 間の経常運転コス トを計測

した。ただ し、A重 油 につ いては、国内需要計 に対する生産者価格投入額 と購入者価格投入
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額 の比率 を上記の原材料コス トに乗 じ、購入者価格 に変換 した。

 4.3CO2削 減 コス ト

 シ ミ ュ レー シ ョンか ら計算 され たCO2削 減 量 を、投 資 コス トと経常 コス トの合 計で 除 し、

本 シス テ ム によ るCO2削 減 コス トを計 測 した 。そ の結 果 は、表4.3に 示 され る。 Case1(家

庭 用風 呂 向 け の水 使用割 合)で 供 給 水 温15℃ 以上 の場合 の29,800円/t-CO2か ら、 Case3

(Case1+家 庭 で の炊 事向 け+業 務 部 門で の給 湯 向 け)で 供 給水 温28℃ の場合 の3,700円/t-CO2

とい う よ うに、CO2削 減 コス トにはか な りの 幅が あ る。

            CO2削 減量CO
2削減 コス ト=                      …(式14)         投資 コス ト+経常 コス ト

表4.3廃 熱 輸 送 システム のCO2削 減 コ ス ト[1】

(1000yen/t-CO2)

供給水温 15℃ 以 上 【2] 22ｰC[3] 28ｰC[4]

Case1家 庭部門(風 呂向け)

Case2家 庭部門(風 呂+炊 事向け)

Case3家 庭部門+業 務部門

29.8

13.3

6.8

18.6

8.3

4.3

16.0

7.2

3.7

[1]最大 管径3mの ケース

【2]水温が年間平均水温(=15℃)を 越 える日は熱輸送 を行わな い

【3][2]と【4]のケースの平均水温

[41年間最高水温(=28℃)

また、 この結果を先行研究の温室効果ガス削減 コス トと比較するために、単位 を ドル/t-C(1

ドル=115円)に 変換 してまとめた ものが、表4.4と 図4で ある24)。 もっとも削減 コス トが安

価なCase3で 供給水温28℃ の場合の117ド ル/t-Cで あって も、世界銀行のプロ トタイプ ・カ

ーボ ン ・ファンド(PCF)が 提示 している排出権の期待価格20～30ド ル/t-cに は及 ばない。し

かし、先進国の国内における温室効果ガス削減コス トよりは低 いことがわかる。したがって、

本 システムは温室効果ガス削減コス トの面か ら見て も、日本の国内対策 としては効果的であ

ると言えよう。
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表4.4廃 熱輸送システム と先行研究の温室効果ガス削減 コス ト24)

廃熱輸送 システム[11 ドル/t-C 他の温室効果ガス削減コス ト ドル/t-C

家庭 部 門(風 呂向 け,15℃)[2] 949 MIT限 界削 減 コス ト(日 本)[4] 584

家庭 部 門(風 呂向 け,28℃)[3] 511 MIT限 界削減 コス ト(EU) 273

家庭部門(風 呂+炊 事向け,15℃) 424 MIT限 界削減 コス ト(アメリカ) 186

家庭部門(風 呂+炊 事向け,28℃) 228 S&P削 減 コス ト(ア メ リカ)[5】 112

家庭部門十業務部門(15℃) 218 PCF排 出権期待価格(上 限)[6] 30

家庭部門十業務部門(28℃) 117 PCF排 出権期待価格(下 限) 20

[1]最 大 管 径3mの ケ ー ス

【2]水温 が 年 間 平均 水 温(=15℃)を 越 え る 日 は熱 輸 送 を行 わ な い

[3]年 間 最 高水 温(=28℃)

[4]MIT:マ サ チューセ ッツ工科 大 学 の スタディ(1998年9月)

[5]S&P:ス タンダ ー ド&プ アー ズ の分 析

[6]PCF:世 界 銀 行 のプ ロトタイプ ・カーボ ン・ファンド
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図4廃 熱輸送 システムと先行研究の温室効果ガス削減 コス トの比較24)

5.お わ りに

研究の成果 を以下に述べる。

① 東京都 における給水 ・給湯事情、既設の水道設備 を調査 し、新設す る温水供給 システム

  の各プロセスについて、特性の評価 を行 った。

② 検討 システムの運転シミュ レーションを行い、1次 エネルギー消費及びCO2排 出量の削

  減効果の推計 を行った。そ の結果導入を検討 した地域 において、1次 エネルギー消費量
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 及びCO2排 出量を0.5～1%程 度削減できることが試算された。

③ 検討 システムの投資 ・運用コス トを推計 し、CO2削 減 コス トを試算 した.そ の結果、日

 本国内において、低コス トで温室効果ガスを削減できることがわかった。

今後の検討課題 を次に述べる。

 1) 本分析では供給対象を東京都、廃熱源 を大規模発電所 に限定 したが、製鉄 ・ゴミ焼

却等他 にも様々な熱源があ り、関東圏全体の温水供給 システムを考 えるには熱源確保のた

めにもそれ らとのネッ トワークを検討する必要がある。

 2) 本分析では1日 の時間経過 に伴 う給湯需要の負荷変動を考慮 していない。実際 には

給湯需要だけでな く排熱源である火力発電所の出力も1日 の中で大き く変動 している。ま

た、既設配管網 モデル も非常に簡略化 した ものであるため、今後 これ らを考慮 したよ り詳

細かつ正確なシミュレー ションが必要である。
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